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主要項目

　　 連合会を組織する組合の数及び組合員の数

(1) 組合の数		  ６４組合

(2) 組�合員の数	 　　 2,847 千人

地方職員共済組合	 311,000 人

公立学校共済組合	 944,000 人

警察共済組合	 300,000 人

東京都職員共済組合	 123,000 人

すべての指定都市職員共済組合	 1,169,000 人

及びすべての市町村職員共済組合

合　計		  2,847,000 人 

1 2

総括
　　 連合会の役員及び職員の数

(1) 役員　理事長１人、理事８人、監事３人　計１２人

(2) 職員　７２人

平成３０年度事業計画及び予算の概要
はじめに

　地方公務員共済組合連合会（以下「連合会」という。）は、すべての地方公務員共済組合及び全国市町村職員共済組合連

合会の長期給付に係る業務の適正かつ円滑な運営を図るための事業を行うことを目的としています。

　連合会は、退職等年金給付に係る付与率等の算定、実施機関積立金、退職等年金給付組合積立金及び地方の組合の経過的

長期給付組合積立金の運用状況の管理、厚生年金保険給付調整積立金、退職等年金給付調整積立金及び地方の組合の経過的

長期給付調整積立金の管理及び運用、厚生年金拠出金・交付金の納付及び交付、各実施機関との情報交換及び連絡調整、

国家公務員共済組合連合会との財政調整、基礎年金拠出金・交付金の納付及び交付、各組合から預託された業務上の余裕金

の運用、年金事務機械処理標準システム、情報共有化システム、地方公務員共済組合番号システム及び年金払い退職給付シス

テム等年金業務に関連するシステムの開発・管理、基礎年金支払代行に係る業務、厚生年金拠出金等に要する資金、退職等年

金給付に要する資金及び地方の組合の経過的長期給付に要する資金の交付、年金から特別徴収した保険料等の市区町村に対す

る納入、などの事業を行ってきたところであり、引き続きこれらの事業を適切に推進します。

　社会保障・税番号制度については、日本年金機構等と併せて平成３１年１月から開始予定の情報提供ネットワークシステムを

利用した情報連携（情報照会）に向けて、地方公務員共済組合番号システムの改修等適切に対処するものとします。

　平成２９年１２月末現在の連合会の積立金は、厚生年金保険給付調整積立金で９兆５，４４７億円、退職等年金給付調整積立金

で２６８億円、経過的長期給付調整積立金で１０兆３１億円の規模となっています。積立金の運用については、将来の年金財政

に大きな影響を及ぼすものであり、経済状況の分析、分散投資及びリスク分析などにより、運用とリスク管理の両面から安全か

つ効率的な資金運用を図るものとします。

　また、組合の請求に基づき、厚生年金拠出金等に要する資金等が不足すると認められる組合に対し、必要な資金を交付する

ものとします。

【総務部総務課】
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退職等年金給付調整経理
収支の予定

１.　収　入	 14,272,264千円
　（13,869,415 千円）

ア　国家公務員共済組合法第 102 条の 2 及び第 102

条の 3 の規定に基づき、国家公務員共済組合連合会

より拠出を受ける財政調整拠出金受入金 535,733

千円を見込むものとする。

イ　法第 38 条の 8 の 2 第 2 項の規定に基づき組合か

ら払い込まれる組合払込金 13,625,601 千円を見

込むものとする。

ウ　資金の運用による信託の運用益 110,930 千円を

見込むものとする。

2.　支　出	 422,963千円
　（190,489 千円）

施行規則第 11 条の 5 の 2 の規定に基づく業務経理への

繰入金 422,963 千円を見込むものとする。

3.　収支損益	

収入総額	 14,272,264 千円
支出総額	 422,963 千円
当期利益金	 13,849,301 千円

当期利益金は、期首退職等年金給付調整積立金見込額

33,594,893 千円に加算することとし、翌年度へ繰り越す退

職等年金給付調整積立金は、47,444,193 千円となる見込

みである。

収支の予定

１.　収　入	 160,167,968 千円
　（590,353,497 千円）

ア　 国 家 公 務 員 共 済 組 合 法 第 102 条 の 2 及び第

102 条の 3 の規定に基づき、国家公務員共済組

合連合会より拠出を受ける財政調整拠出金受入金

104,035,228 千円を見込むものとする。

イ　資金の運用による信託の運用益 56,132,740 千円

を見込むものとする。

2.　支　出	 199,482,603 千円
　（166,659,203 千円）

ア　厚生年金保険法第 84 条の 5 の規定に基づき、当

連合会が年金特別会計に対して拠出する厚生年金拠

出金のうち当連合会が負担する厚生年金拠出金負担

金 172,013,014 千円を見込むものとする。

イ　法第 38 条の 8 第 3 項の規定に基づき、厚生年金

拠出金等に要する資金が不足すると認められる組合に

対し交付する、組合交付金 25,229,000 千円を見

込むものとする。

ウ　地方公務員等共済組合法施行規則（以下「施行規

則」という。）第 11 条の 5 の 2 の規定に基づく業

務経理への繰入金 2,240,589 千円を見込むものと

する。

3.　収支損益	

収入総額	 160,167,968 千円
支出総額	 199,482,603 千円
当期損失金	 39,314,635 千円

当期損失金は、期首厚生年金保険給付調整積立金見込額

9,747,934,574 千円から差し引くこととし、翌年度へ繰り

越す厚生年金保険給付調整積立金は、9,708,619,939 千円

となる見込みである。

厚生年金保険給付調整経理

（注）（　　）書きの数値は、平成２９年度推計額である。 
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経過的長期給付調整経理 厚生年金拠出金経理
収支の予定

１.　収　入	  57,274,286千円

　（456,607,167 千円）

ア　資金の運用による利息及び配当金 584,209 千円

を見込むものとする。

イ　資金の運用による信託の運用益 56,690,077 千

円を見込むものとする。

2.　支　出	   42,393,913千円

　（68,541,609 千円）

ア　一元化法附則第 75 条の 3 において準用する法

第 38 条 の 8 の 2 第 3 項 の 規 定に基づき、 地 方

の組合の経過的長期給付に要する資金が不足して

いると認められる組合に対し交付する、組合交付金

42,169,000 千円を見込むものとする。　

イ　施行規則附則第 4 条の 2 第 3 項において準用する

施行規則第 11 条の 5 の 2 の規定に基づく業務経理

への繰入金 224,913 千円を見込むものとする。

3.　収支損益	

収入総額	 57,274,286 千円
支出総額	 42,393,913 千円
当期利益金	  14,880,373 千円

当期利益金は、期首経過的長期給付調整積立金見込額

10,154,019,846 千円に加算することとし、翌年度へ繰り

越す経過的長期給付調整積立金は、10,168,900,219 千円

となる見込みである。

収支の予定

１.　収　入	 6,402,067,604千円
　（6,537,292,481 千円）

厚生年金保険法第 84 条の 5 及び第 84 条の 7 の規定に

基づき各組合及び当連合会が負担する厚生年金拠出金負担金

並びに同法第 84 条の 3 の規定に基づき年金特別会計から交

付される厚生年金交付金を見込むものとする。

ア　厚生年金拠出金負担金	 3,089,636,443 千円

イ　厚生年金交付金	 3,312,431,161 千円

2.　支　出	   6,402,067,604千円
　（6,537,292,481 千円）

厚生年金保険法第 84 条の 5 の規定に基づき年金特別会

計へ納付する厚生年金拠出金及び同法第 84 条の 4 の規定

に基づき各組合へ交付する厚生年金交付金支払金を見込むも

のとする。

ア　厚生年金拠出金	 3,089,636,443 千円

イ　厚生年金交付金支払金	 3,312,431,161 千円

3.　収支損益	

収入総額	 6,402,067,604 千円
支出総額	 6,402,067,604 千円

収入・支出総額とも同額であり、当期損益は生じない。

（注）（　　）書きの数値は、平成２９年度推計額である。 
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退職等年金預託経理

厚生年金保険預託経理基礎年金拠出金経理
収支の予定

１.　収　入	  1,493,077,565千円
　（1,497,964,347 千円）

国民年金法第 94 条の 4 の規定に基づき各組合が負担する

基礎年金拠出金負担金及び国民年金法等の一部を改正する法

律（昭和 60 年法律第 34 号）附則第 35 条第 2 項の規定

に基づき年金特別会計から交付される基礎年金交付金を次の

とおり見込むものとする。

ア　基礎年金拠出金負担金	 1,398,532,683 千円

イ　基礎年金交付金	 94,544,882 千円

2.　支　出	   1,493,077,565千円
　（1,497,964,347 千円）

国民年金法第 94 条の 2 第 2 項の規定に基づき年金特別

会計へ納付する基礎年金拠出金及び国民年金法等の一部を改

正する法律の施行に伴う経過措置に関する政令第 60 条に規

定される施行規則第 11 条の 15 第 1 項の規定に基づき各組

合へ交付する基礎年金交付金支払金を次のとおり見込むもの

とする。

ア　基礎年金拠出金	 1,398,532,683 千円

イ　基礎年金交付金支払金	 94,544,882 千円

3.　収支損益	

収入総額	 1,493,077,565千円
支出総額	 1,493,077,565千円

収入・支出総額とも同額であり、当期損益は生じない。

収支の予定

１.　収　入	  369,963千円
　（1,352,058 千円）

地方公務員等共済組合法施行規程（以下「施行規程」とい

う。）第 12 条の 3 の規定に基づき組合から預託されるもの

と見込まれる厚生年金保険給付組合積立金等資金の運用によ

る信託の運用益を次のとおり見込むものとする。

信託の運用益 　　369,963 千円　（1,352,058 千円）

2.　支　出	  369,963千円
　（1,352,058 千円）

組合に分配する支払利息を次のとおり見込むものとする。

支払利息	 369,963 千円

3.　収支損益	

収入総額	 369,963 千円
支出総額	 369,963 千円

収入・支出総額とも同額であり、当期損益は生じない。

施行規程第 12 条の 3 の規定に基づく組合から連合会への

退職等年金給付組合積立金等資金の預託については、見込ま

れないことから、予算を計上しない。

（注）（　　）書きの数値は、平成２９年度推計額である。 
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経過的長期預託経理 介護保険経理
収支の予定

１.　収　入	  405,469千円
　（1,474,507 千円）

施行規程附則第 1 条の 3 において準用する施行規程第 12

条の 3 の規定に基づき組合から預託されるものと見込まれる

経過的長期給付組合積立金等資金の運用による信託の運用益

を次のとおり見込むものとする。

信託の運用益	 405,469 千円

2.　支　出	  　405,469千円

　（1,474,507 千円）

組合に分配する支払利息を次のとおり見込むものとする。

支払利息	 405,469 千円

3.　収支損益	

収入総額	 405,469 千円
支出総額	 405,469 千円

収入・支出総額とも同額であり、当期損益は生じない。

収支の予定

１.　収　入	  8,578,996 千円

　（9,560,973 千円）

介護保険法第 137 条第 1 項の規定に基づき特別徴収義務

者である組合が徴収する介護保険料（同法第 140 条第 3 項

において準用する同法第 137 条第 1 項の規定に基づき徴収

するものを含む。）を次のとおり見込むものとする。

介護保険料納入金	 8,578,996 千円

2.　支　出	  8,578,996 千円
　（9,560,973 千円）

介護保険法第 137 条第 2 項の規定に基づき市区町村へ納

入する介護保険料（同法第 140 条第 3 項において準用する

同法第 137 条第 2 項の規定に基づき納入するものを含む。）

を次のとおり見込むものとする。

介護保険料	 8,578,996 千円

3.　収支損益	

収入総額	  8,578,996 千円
支出総額	  8,578,996 千円

収入・支出総額とも同額であり、当期損益は生じない。

（注）（　　）書きの数値は、平成２９年度推計額である。 
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収支の予定

１.　収　入	 74,730千円
　（74,967 千円）

国民健康保険法第 76 条の 4 において準用する介護保険

法第 137 条第 1 項（介護保険法第 140 条第 3 項において

準用する場合を含む。）の規定及び地方税法第 718 条の 4（同

法第 718 条の 7 第 3 項において準用する場合を含む。）の

規定に基づき特別徴収義務者である組合が徴収する国民健康

保険料（税）を次のとおり見込むものとする。

国民健康保険料（税）納入金	 74,730 千円

2.　支　出	 74,730千円

　（74,967 千円）

国民健康保険法第 76 条の 4 において準用する介護保険

法第 137 条第 2 項（介護保険法第 140 条第 3 項において

準用する場合を含む。）の規定及び地方税法施行令第 56 条

の 89 の 10 の規定に基づき市区町村へ納入する国民健康保

険料（税）を次のとおり見込むものとする。

国民健康保険料（税）	 74,730 千円

3.　収支損益	

収入総額	 74,730 千円
支出総額	 74,730 千円

収入・支出総額とも同額であり、当期損益は生じない。

後期高齢者医療経理国民健康保険経理
収支の予定

１.　収　入	 10,573,118千円

　（12,639,922 千円）

高齢者の医療の確保に関する法律第 110 条において準用

する介護保険法第 137 条第 1 項（介護保険法第 140 条第

3 項において準用する場合を含む。）の規定に基づき特別徴

収義務者である組合が徴収する後期高齢者医療保険料を次の

とおり見込むものとする。

後期高齢者医療保険料納入金　10,573,118 千円

2.　支　出	  10,573,118千円

　（12,639,922 千円）

高齢者の医療の確保に関する法律第 110 条において準用

する介護保険法第 137 条第 2 項（介護保険法第 140 条第

3 項において準用する場合を含む。）の規定に基づき市区町

村へ納入する後期高齢者医療保険料を次のとおり見込むもの

とする。

後期高齢者医療保険料	  10,573,118 千円

3.　収支損益	

収入総額	 10,573,118 千円
支出総額	 10,573,118 千円

収入・支出総額とも同額であり、当期損益は生じない。

（注）（　　）書きの数値は、平成２９年度推計額である。 
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個人住民税経理 業務経理
収支の予定

１.　収　入	  4,715,649千円
　（5,177,016 千円）

地方税法第 321 条の 7 の 6（同法第 321 条の 7 の 8

第 3 項において準用する場合を含む。）の規定に基づき特別

徴収義務者である組合が徴収する個人住民税を次のとおり見

込むものとする。

個人住民税納入金	 4,715,649 千円

2.　支　出	    4,715,649千円
　（5,177,016 千円）

地方税法施行令第 48 条の 9 の 18 の規定に基づき市区

町村へ納入する個人住民税を次のとおり見込むものとする。

個人住民税	  4,715,649 千円

3.　収支損益	

収入総額	  4,715,649 千円
支出総額	 4,715,649 千円

収入・支出総額とも同額であり、当期損益は生じない。

収支の予定

１.　収　入	  6,532,961千円
　（4,275,719 千円）

連合会の業務に要する経費に充てるため、組合分担金、利

息及び配当金並びに厚生年金保険給付調整経理より繰入金等

を次のとおり見込むものとする。

(1) 組合分担金	 3,644,160 千円  （2,454,728 千円）

　　　組合員１人当たり	 1,280 円	 （860 円）

(2) 利息及び配当金	 336 千円	 （377 千円）

(3) 厚生年金保険給付調整経理より繰入金

2,240,589 千円（1,482,705 千円）

(4) 退職等年金給付調整経理より繰入金

422,963 千円    （190,489 千円）

(5) 経過的長期給付調整経理より繰入金

224,913 千円    （147,420 千円）

2.　支　出	    6,532,961千円

　（4,255,756 千円）

本年度の主な事業内容及びこれらに要する経費を次のとお

り見込むものとする。

(1) 管理運営関係

ア　会議関係

（ア）運営審議会	 4 回（4 回）

（イ）役員会	 4 回（4 回）

（ウ）監事会議　	 2 回（2 回）

（エ）関係組合事務局長会議	 2 回（2 回）

イ　事務処理システムの管理	

58,631 千円    （167,875 千円）

(2) 委託業務関係

ア　年金事務機械化処理等

（ア）組合員等現況調査及び年金受給者生活実態調査

52,113 千円       （53,043 千円）

（イ）基礎年金支払代行事務

105,377 千円     （130,726 千円）

（注）（　　）書きの数値は、平成２９年度推計額である。 
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3.　収支損益

（単位：千円）

科　目 平成30年度（29年度推計）

経常収益

 組合分担金 3,644,160 （2,454,728）

 利息及び配当金 336 （377）

繰入金

 厚生年金保険給付
 調整経理より繰入 2,240,589 （1,482,705）

 退職等年金給付
 調整経理より繰入 422,963 （190,489）

 経過的長期給付
 調整経理より繰入 224,913 （147,420）

計 6,532,961 （4,275,719）

当期損失金

 当期損失金 － （－）

合　計 6,532,961 （4,275,719）

経常費用

 役員報酬・職員給与 752,445 （649,947）

 旅費・事務費 27,670 （19,870）

 委託費 5,113,745 （3,067,190）

 賃借料 189,354 （174,749）

 調査研究費 209,028 （150,946）

 普及費 40,148 （23,721）

 負担金 148,210 （128,402）

 その他 52,361  （40,931）

計 6,532,961 （4,255,756）

当期利益金

当期利益金 － （19,963）

合　計 6,532,961 （4,275,719）

イ　標準システム等の開発・管理

（ア）標準システム	

739,369 千円   （578,902 千円）

（イ）住民基本台帳ネットワーク利用システム

77,245 千円   （116,555 千円）

（ウ）情報共有化システム

1,149,809 千円   （551,766 千円）

ウ　各種情報交換及び特別徴収業務

281,474 千円   （189,351 千円）

エ　社会保障・税番号制度関係業務 

2,193,223 千円   （924,944 千円）

オ　長期給付額推計システムサーバ対応

 	 145,511 千円   （163,029 千円）

カ　年金払い退職給付関連システム

69,681 千円     （64,576 千円）

キ　システム開発等進捗管理等

183,959 千円     （96,970 千円）

(3) 調査研究事業関係

ア　組合職員研修事業

（ア）年金事務担当者研修会及び年金制度説明会 

3,140 千円        （1,560 千円）

（イ）年金問題セミナー	

1,340 千円             （681 千円）

イ　業務説明会等の開催

 資金運用全国説明会

1,430 千円        （1,168 千円）

ウ　調査研究事業

（ア）資金運用・年金制度に関する調査研究等

49,493 千円     （41,997 千円）

（イ）資金運用委員会等

65,675 千円     （28,831 千円）

（ウ）リスク管理	     65,797 千円     （60,225 千円）

(4) 普及事業関係

ア　広報誌の発行等	 15,464 千円      （16,903 千円）

イ　現況届パンフレットの作成

3,545 千円        （1,940 千円）

ウ　年金払い退職給付に係る財政再計算に関するリーフレット

　　の配布	 14,850 千円   　         （ – 千円）

（注）（　　）書きの数値は、平成２９年度推計額である。 
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年金払い退職給付に係る財政状況
（平成28年度末）について

【年金業務部数理課】

3 国共済と地共済との間の財政調整の実施

　年金払い退職給付制度の年金財政方式は、将来の給付に要する費用を事前に積み立てておき、積み立てた資金から年金

を支給する方式となっています。年金払い退職給付制度の積立状況を把握するため、毎年、「財政検証」を実施しています。

　財政検証では、国共済と地共済を合計した額について、年度末に積み立てておくべき金額 ( 積立基準額 ) と実際の積立

金額の比較を毎年行っています。

　平成 28 年度末の財政検証結果は次のとおりです。

2 財政再計算の要否

　年金払い退職給付制度では、少なくとも 5 年に一度財政再計算を実施することとなっており、次回は平成 30 年度に実

施する予定です。

　これとは別に、毎年の財政検証時において、国共済と地共済の合計の積み立て不足額が一定の規模を上回る場合、臨時

の財政再計算を実施することとなっています。

　平成 28 年度末においては、国共済と地共済を合計すると、12 億円の「剰余」となっていることから、臨時の財政再計

算を実施しないこととなりました。

　年金払い退職給付制度では、国共済と地共済の間で財政調整を行うこととなっています。具体的には、財政状態が剰余

の共済から不足の共済に対し、その不足額の５分の１（ただし、剰余の共済の剰余額を限度とする。）を拠出することとされ

ています。

　平成 28 年度末においては、国共済が 39 億円の「剰余」、地共済が 27 億円の「不足」の状態であったため、国共済

から地共済へ平成 30 年度中に約 5 億円が拠出される予定です。

1 平成28年度末の年金財政状況

　「積立基準額」は平成 28 年度末に積み立てておくべき金額であり、国共済が 1,550 億円、地共済が 4,137 億円、

合計で 5,686 億円となっています。一方、実際の「積立金」の額は簿価ベースで国共済が 1,588 億円、地共済は 4,110

億円、合計で 5,698 億円でした。

　積立金から積立基準額を差し引いた結果、国共済が 39 億円の剰余、地共済が 27 億円の不足、合計で 12 億円の剰

余となりました。

　なお、現在、地共済で計上されている不足については、将来、制度が成熟することにより発生する剰余等により解消さ

れる見通しとなっています。

区分 国共済＋地共済 国共済 地共済

積立基準額　 Ａ 5,686 1,550 4,137

積立金（簿価ベース） B 5,698 1,588 4,110

剰余または不足　 （Ｂ－Ａ） ＋ 12 ＋ 39 △ 27

（単位：億円）

(注)△は不足を表している。
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（２）�地方公共団体補助金（事務費として組合員１人当たり年額）

　  次のとおり。なお、いずれの金額にも、地方公務員共済組合連合会分担金として組合員１人当たり年額1,280円を含んでいる。

　　ア　地方職員共済組合　  8,710円　

　　イ　公立学校共済組合　  6,440円

　　ウ　警察共済組合　　　10,160円

　平成30年度地方財政計画において、地方公務員共済組合等に係る地方公共団体の負担金等の財源が措置されました。
　これに伴い、総務省は自治行政局公務員部福利課長名で「地方公務員共済組合等に係る地方公共団体の負担金等の財源措置
について」（平成30年3月29日付け総行福第111号）を各都道府県総務部長及び関係共済組合理事長あて通知しました。
　以下その内容を掲載します。

ご紹介

　平成30年度における地方公務員共済組合等に対する地方公共団体の負担金等に係る財源措置については、下記のとおり措置されま

したので通知します。

記

1.  地方公務員共済組合に対する負担金等
（１）地方公共団体負担金

【総務省】

地方公務員共済組合等に係る
地方公共団体の負担金等の財源措置について

区　分 都道府県
一般職

公　 立　 学　 校 警　察 市町村
一般職義務教育職 その他教育職 警察官 事務職

長
期

　給料 128.6667‰ 114.3416‰ 141.0655‰ 126.7805‰

　期末手当等 98.4495‰

　公経済（注1） 　　39.0‰

追　 加　 費　 用 47.6‰ 59.0‰ 35.9‰ 31.5‰ 28.0‰ 25.4‰

短
期

給　料 66.71‰ 59.23‰ 63.52‰ 71.88‰

　短期＋福祉（注2） 58.02‰ 51.72‰ 53.97‰ 62.91‰

　育休介護手当金 0.04‰ 0.08‰ 0.04‰ 0.06‰

　介護納付金 8.65‰ 7.43‰ 9.51‰ 8.65‰

　特別財政調整 ー ー ー 0.26‰

期末手当等 51.05‰ 51.00‰ 44.33‰ 55.82‰

　短期＋福祉（注2） 44.40‰ 44.54‰ 37.67‰ 48.85‰

　育休介護手当金 0.03‰ 0.07‰ 0.03‰ 0.05‰

　介護納付金 6.62‰ 6.39‰ 6.63‰ 6.72‰

　特別財政調整 ー ー ー 0.20‰

特定健康診査及び
特定保健指導 304 円／人 198 円 ／人 329 円／人 264 円／人

事 　務　 費 240 円／人 240 円／人 240 円／人  別紙参照（P.13）

( 注 )　上記の給料に係る負担金率及び期末手当等に係る負担金率は、地方財政措置上の率である。また、期末手当等に係る負担金率については標準
　報酬の月額及び標準期末手当等に係る負担金率と等しくなる。

（注1）	　基礎年金拠出金等に係る公的負担分である。
（注2）　「特定健康診査及び特定保健指導」に係る財源措置額により算定した率を含む。
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（別紙） 事務費負担金の組合員１人当たり単価（平成30年度） （単位：円）

２.　地方議会議員共済会に対する負担金

3.　職員厚生費
　職員１人当たり年額

　　都道府県　　　　　	　6,045円

　　市町村　　　　　　  6,045円

4.　�その他
（1）生涯福祉施策関連負担金

　（ライフプラン相談員の設置経費を含む。）

　都道府県　13,300千円　　 市町村　872千円

（2）ライフプラン推進計画策定費用

　都道府県　1,000千円（注）　 市町村　400千円

区　分 都道府県
議会議員 市議会議員 町村議会議員

事務費 議員１人当たり年額
18,293 円

議員１人当たり
11,378 円

議員１人当たり
13,129 円

給付費
標準報酬月額

20.4
100

標準報酬月額
38.2
100

標準報酬月額
38.2
100

組合 単価 組合 単価

指定都市 12,130 京都府 12,380

北海道 12,000 大阪府 11,800

青森県 12,200 兵庫県 12,000

岩手県 12,330 奈良県 12,360

宮城県 12,220 和歌山県 12,380

秋田県 12,340 鳥取県 12,890

山形県 12,290 島根県 12,580

福島県 12,150 岡山県 12,220

茨城県 12,100 広島県 12,220

栃木県 12,260 山口県 12,290

群馬県 12,180 徳島県 12,650

埼玉県 11,800 香川県 12,540

千葉県 11,800 愛媛県 12,330

東京都 12,070 高知県 12,560

神奈川県 12,040 福岡県 12,150

新潟県 12,110 佐賀県 12,670

富山県 12,400 長崎県 12,340

石川県 12,370 熊本県 12,180

福井県 12,630 大分県 12,430

山梨県 12,540 宮崎県 12,510

長野県 12,090 鹿児島県 12,220

岐阜県 12,150 沖縄県 12,380

静岡県 12,020 北海道都市 12,290

愛知県 12,130 仙台市 12,650

三重県 12,190 愛知県都市 12,090

滋賀県 12,290

（注）一般職員のほか警察、教育職員分も含んでいる。
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　地方公共団体等が追加費用として負担すべき金額の基礎となる追加費用率及び地方公共団体の職員である組合員等に係る費
用として地方公共団体が負担すべき金額の算定の基礎となる負担率が、平成30年3月30日に公示されました。
　これに伴い、総務省は自治行政局長名で「告示の制定について」（平成30年3月30日付け総行福第112号）を各都道府県知
事等あてに通知しました。
　以下その内容を掲載します。

ご紹介

【総務省】

平成３０年度以降において地方公共団体等が
負担すべき追加費用等について

○ 総務省告示第 127号 

　地方公務員等共済組合法施行令（昭和 37 年政令第 352 号）附則第 73 条第 2 項及び第 3 項の規定に基づき、昭和 48 年自治

省告示第 72 号（地方公務員等共済組合法の長期給付等に関する施行法等の規定により地方公共団体等が負担する追加費用に関す

る件）の一部を次のように改正する。

　　平成 30 年 3 月 30 日　　　　　総務大臣　野田　聖子

　次の表により、改正前欄に掲げる規定の傍線（下線を含む。以下同じ。） を付し又は破線で囲んだ部分をこれに順次対応する改正後

欄に掲げる規定の傍線を付し又は破線で囲んだ部分のように改める。

改正前

　地方公務員等共済組合法の長期給付等に関する施行法（昭和 37 年法律第 153 号。以下「施行法」という。）第 3 条の 5 並び

に第 96 条第 1 項及び第 2 項並びに被用者年金制度の一元化等を図るための厚生年金保険法等の一部を改正する法律（平成 24 年

法律第 63 号。以下「一元化法」という。）附則第 75 条第 1 号の規定により、平成 29 年度以後の各年度における追加費用として、

地方公共団体、地方公務員共済組合（以下「地共済組合」という。）、全国市町村職員共済組合連合会又は地方公務員共済組合連合

会が負担すべき金額は、一元化法附則第 75 条の 2 第 1 項に規定する地方の組合の経過的長期給付（以下「地方の組合の経過的

長期給付」という。）に係る追加費用以外の追加費用として負担すべき金額については、当該年度の 4 月 1 日における当該地方公共

団体の職員である組合員の標準報酬月額（地方公務員等共済組合法（昭和 37 年法律第 152 号。以下「法」という。）第 43 条第

1 項に規定する標準報酬の月額をいう。以下同じ。）の総額、当該地方公共団体が設立した特定地方独立行政法人（法第 3 条第 4

項に規定する特定地方独立行政法人をいう。以下同じ。）の職員である組合員の標準報酬月額の総額（当該特定地方独立行政法人の

設立団体が 2 以上である場合にあつては、当該特定地方独立行政法人の職員である組合員の標準報酬月額の総額に当該地方公共団

体が当該特定地方独立行政法人に出資した額等を勘案して総務大臣が定めるところにより算定した割合を乗じて得た額。以下同じ。）、

当該地方公共団体が設立した職員引継一般地方独立行政法人（法第 141 条の 2 に規定する職員引継一般地方独立行政法人をいう。

以下同じ。）の職員である組合員の標準報酬月額の総額（当該職員引継一般地方独立行政法人の設立団体が 2 以上である場合にあ

つては、当該職員引継一般地方独立行政法人の職員である組合員の標準報酬月額の総額に当該地方公共団体が当該職員引継一般地

方独立行政法人に出資した額等を勘案して総務大臣が定めるところにより算定した割合を乗じて得た額。以下同じ。）、当該地方公共

団体が設立した定款変更一般地方独立行政法人（法第 141 条の 3 に規定する定款変更一般地方独立行政法人をいう。以下同じ。）

の職員である組合員の標準報酬月額の総額（当該定款変更一般地方独立行政法人の設立団体が 2 以上である場合にあつては、当該

定款変更一般地方独立行政法人の職員である組合員の標準報酬月額の総額に当該地方公共団体が当該定款変更一般地方独立行政法

人に出資した額等を勘案して総務大臣が定めるところにより算定した割合を乗じて得た額。以下同じ。）、当該地方公共団体が設立した

職員引継等合併一般地方独立行政法人（法第 141 条の 4 に規定する職員引継等合併一般地方独立行政法人をいう。以下同じ。）の

職員である組合員の標準報酬月額の総額（当該職員引継等合併一般地方独立行政法人の設立団体が 2 以上である場合にあつては、

当該職員引継等合併一般地方独立行政法人の職員である組合員の標準報酬月額の総額に当該地方公共団体が当該職員引継等合併一
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般地方独立行政法人に出資した額等を勘案して総務大臣が定めるところにより算定した割合を乗じて得た額。以下同じ。）及び当該地

共済組合の組合役職員（法第 141 条第 1 項に規定する組合役職員をいう。以下同じ。）又は全国市町村職員共済組合連合会若しく

は地方公務員共済組合連合会の連合会役職員（法第 141 条第 2 項に規定する連合会役職員をいう。以下同じ。）である組合員の標

準報酬月額の総額の合計額に 12 を乗じて得た額に、次の算式によつて算定して得た厚生年金保険給付等追加費用率を乗じて得た金

額とし、地方の組合の経過的長期給付に係る追加費用として負担すべき金額については、当該年度の 4 月 1 日における当該地方公

共団体の職員である組合員の標準報酬月額の総額、当該地方公共団体が設立した特定地方独立行政法人の職員である組合員の標準

報酬月額の総額、当該地方公共団体が設立した職員引継一般地方独立行政法人の職員である組合員の標準報酬月額の総額、当該地

方公共団体が設立した定款変更一般地方独立行政法人の職員である組合員の標準報酬月額の総額、当該地方公共団体が設立した職

員引継等合併一般地方独立行政法人の職員である組合員の標準報酬月額の総額及び当該地共済組合の組合役職員又は全国市町村職

員共済組合連合会若しくは地方公務員共済組合連合会の連合会役職員である組合員の標準報酬月額の総額の合計額に 12 を乗じて得

た額に、次の算式によつて算定して得た経過的長期給付追加費用率を乗じて得た金額とする。

　

Ⅰ　地方公共団体の職員である組合員に係る厚生年金保険給付追加費用率を乗じて得た金額とし、一元化法附則第 75 条の 2 第 1 項

に定める地方の組合の経過的長期給付に係る負担すべき金額については、当該年度の 4 月 1 日における当該地方公共団体の職員、

当該地共済組合の組合役職員又は全国市町村職員共済組合連合会若しくは地方公務員共済組合連合会の連合会役職員である組合員

の標準報酬月額の総額に 12 を乗じて得た額に、次の算式によつて算定して得た経過的長期給付追加費用率

算式

厚生年金保険給付等追加費用率＝Ａ１×Ｂ×Ｃ×Ｄ

経過的長期給付追加費用率＝Ａ２×Ｂ×Ｃ×Ｄ

算式の符号

Ａ１　当該地方公共団体の職員である組合員に係る地共済組合の区分（公立学校共済組合にあつては、小学校、中学校又は盲学校、

聾学校若しくは養護学校の小学部若しくは中学部の市町村立学校職員給与負担法（昭和 23 年法律第 135 号）第 1 条に掲げる

職員（以下「義務教育職員」という。）又はその他教職員（以下「その他教職員」という。）の区分。以下同じ。）に応ずる別表

第１に掲げる率

［Ａ２～Ｃ　略］ 

Ｄ　施行日の前日に適用されていた退職年金条例における年金条例職員期間への旧長期組合員期間の通算制度の有無により次の

ア又はイに定める率

［ア　略］

イ　通算制度がある場合　当該通算されるべき旧長期組合員期間を計算するときの減算率（退隠料の額を減額することとされて

いる場合にあつては、減額率とする。）及び当該通算の対象となる給付の種類に応ずる別表第５に掲げる率

（注）

［（１） ～（２）略］ 

（３）一の地共済組合に係る厚生年金保険給付追加費用率を乗じて得た金額とし、一元化法附則第 75 条の 2 第 1 項に定める

地方の組合の経過的長期給付に係る負担すべき金額については、当該年度の 4 月 1 日における当該地方公共団体の職員、

当該地共済組合の組合役職員又は全国市町村職員共済組合連合会若しくは地方公務員共済組合連合会の連合会役職員であ

る組合員の標準報酬月額の総額に 12 を乗じて得た額に、次の算式によつて算定して得た経過的長期給付追加費用率を算定

する場合において、一の地方公共団体の職員である組合員については施行日の前日に適用されていた退職年金条例に規定す

る退隠料の支給条件が職員により異なるときは次に定めるところにより算定する。

［ア～オ　略］

（４）この算式により厚生年金保険給付追加費用率を乗じて得た金額とし、一元化法附則第 75 条の 2 第 1 項に定める地方の

組合の経過的長期給付に係る負担すべき金額については、当該年度の 4 月 1 日における当該地方公共団体の職員 、当該地

共済組合の組合役職員又は全国市町村職員共済組合連合会若しくは地方公務員共済組合連合会の連合会役職員である組合

員の標準報酬月額の総額に 12 を乗じて得た額に、次の算式によつて算定して得た経過的長期給付追加費用率を算定する場

合には、小数点以下４位まで計算し 、小数点以下４位未満の端数は切り上げる。

［（５）略］
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Ⅱ　組合役職員等である組合員に係る厚生年金保険給付追加費用率を乗じて得た金額とし、一元化法附則第 75 条の 2 第 1 項

に定める地方の組合の経過的長期給付に係る負担すべき金額については、当該年度の 4 月 1 日における当該地方公共団体の職

員、 当該地共済組合の組合役職員又は全国市町村職員共済組合連合会若しくは地方公務員共済組合連合会の連合会役職員であ

る組合員の標準報酬月額の総額に 12 を乗じて得た額に、次の算式によつて算定して得た経過的長期給付追加費用率の算式

厚生年金保険給付追加費用率＝Ａ１×1.000

経過的長期給付追加費用率＝Ａ２×1.000

Ａ１　組合役職員又は連合会役職員（法第 141 条第 2 項に規定する連合会役職員をいう。以下同じ。）である組合員に係る地

共済組合の区分に応ずる別表第１に掲げる率（公立学校共済組合の組合役職員である組合員については、その他教職員の率。

以下同じ。）

Ａ２　組合役職員又は連合会役職員（法第 141 条第 2 項に規定する連合会役職員をいう。以下同じ。）である組合員に係る地

共済組合の区分に応ずる別表第２に掲げる率

改正後

　地方公務員等共済組合法の長期給付等に関する施行法（昭和 37 年法律第 153 号。以下「施行法」という。）第 3 条の 5 並び

に第 96 条第 1 項及び第 2 項並びに被用者年金制度の一元化等を図るための厚生年金保険法等の一部を改正する法律（平成 24 年

法律第 63 号。以下「一元化法」という。）附則第 75 条第 1 号の規定により、平成 30 年度以後の各年度における追加費用として、

地方公共団体、地方公務員共済組合（以下「地共済組合」という。）、全国市町村職員共済組合連合会又は地方公務員共済組合連合

会が負担すべき金額は、一元化法附則第 75 条の 2 第 1 項に規定する地方の組合の経過的長期給付（以下「地方の組合の経過的

長期給付」という。）に係る追加費用以外の追加費用として、地方公共団体が負担すべき金額については、当該年度の 4 月 1 日にお

ける当該地方公共団体の職員である組合員の標準報酬月額（地方公務員等共済組合法（昭和 37 年法律第 152 号。以下「法」と

いう。）第 43 条第 1 項に規定する標準報酬の月額をいう。以下同じ。）の総額、当該地方公共団体が設立した特定地方独立行政法人（法

第 3 条第 4 項に規定する特定地方独立行政法人をいう。以下同じ。）の職員である組合員の標準報酬月額の総額（当該特定地方独

立行政法人の設立団体が 2 以上である場合にあつては、当該特定地方独立行政法人の職員である組合員の標準報酬月額の総額に当

該地方公共団体が当該特定地方独立行政法人に出資した額等を勘案して総務大臣が定めるところにより算定した割合を乗じて得た額。

以下同じ。）、当該地方公共団体が設立した職員引継一般地方独立行政法人（法第 141 条の 2 に規定する職員引継一般地方独立行

政法人をいう。以下同じ。）の職員である組合員の標準報酬月額の総額（当該職員引継一般地方独立行政法人の設立団体が 2 以上

地共済組合の区分 厚生年金保険給付追加費用率

地方職員共済組合  40.5
1000

公立学校共済組合

義務教育職員 50.5
1000

その他教職員 29.0
1000

警察共済組合 23.8
1000

東京都職員共済組合 29.8
1000

指定都市職員共済組合

20.3
1000市町村職員共済組合

都市職員共済組合

地共済組合の区分 経過的長期給付追加費用率

地方職員共済組合 6.2
1000

公立学校共済組合

義務教育職員 7.0
1000

その他教職員 3.4
1000

警察共済組合 6.1
1000

東京都職員共済組合 7.0
1000

指定都市職員共済組合

0.8
1000市町村職員共済組合

都市職員共済組合

別表第１　厚生年金保険給付等追加費用率 別表第２　経過的長期給付追加費用率

備考　表中の［  ］の記載は注記である。

別表第３～別表第５ ［略］ 
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である場合にあつては、当該職員引継一般地方独立行政法人の職員である組合員の標準報酬月額の総額に当該地方公共団体が当該

職員引継一般地方独立行政法人に出資した額等を勘案して総務大臣が定めるところにより算定した割合を乗じて得た額。以下同じ。）、

当該地方公共団体が設立した定款変更一般地方独立行政法人（法第 141 条の 3 に規定する定款変更一般地方独立行政法人をいう。

以下同じ。）の職員である組合員の標準報酬月額の総額（当該定款変更一般地方独立行政法人の設立団体が 2 以上である場合にあ

つては、当該定款変更一般地方独立行政法人の職員である組合員の標準報酬月額の総額に当該地方公共団体が当該定款変更一般地

方独立行政法人に出資した額等を勘案して総務大臣が定めるところにより算定した割合を乗じて得た額。以下同じ。）及び当該地方公

共団体が設立した職員引継等合併一般地方独立行政法人（法第 141 条の 4 に規定する職員引継等合併一般地方独立行政法人をい

う。以下同じ。）の職員である組合員の標準報酬月額の総額（当該職員引継等合併一般地方独立行政法人の設立団体が 2 以上であ

る場合にあつては、当該職員引継等合併一般地方独立行政法人の職員である組合員の標準報酬月額の総額に当該地方公共団体が当

該職員引継等合併一般地方独立行政法人に出資した額等を勘案して総務大臣が定めるところにより算定した割合を乗じて得た額。以

下同じ。）の合計額に 12 を乗じて得た額に、次の算式によつて算定して得た厚生年金保険給付等追加費用率を乗じて得た金額とし、

地方の組合の経過的長期給付に係る追加費用以外の追加費用として、地共済組合が負担すべき金額については、当該年度の 4 月 1

日における当該地共済組合の組合役職員（法第 141 条第 1 項に規定する組合役職員をいう。以下同じ。）である組合員の標準報酬

月額の総額に 12 を乗じて得た額に、次の算式によつて算定して得た厚生年金保険給付等追加費用率を乗じて得た金額とし、地方の

組合の経過的長期給付に係る追加費用以外の追加費用として、全国市町村職員共済組合連合会が負担すべき金額については、当該

年度の 4 月 1 日における全国市町村職員共済組合連合会の連合会役職員（法第 141 条第 2 項に規定する連合会役職員をいう。以

下同じ。）である組合員の標準報酬月額の総額に 12 を乗じて得た額に、次の算式によつて算定して得た厚生年金保険給付等追加費

用率を乗じて得た金額とし、地方の組合の経過的長期給付に係る追加費用以外の追加費用として、地方公務員共済組合連合会が負担

すべき金額については、当該年度の 4 月 1 日における地方公務員共済組合連合会の連合会役職員（法第 141 条第 2 項に規定する

連合会役職員をいう。以下同じ。）である組合員の標準報酬月額の総額に 12 を乗じて得た額に、次の算式によつて算定して得た厚

生年金保険給付等追加費用率を乗じて得た金額とし、地方の組合の経過的長期給付に係る追加費用として、地方公共団体が負担すべ

き金額については、当該年度の 4 月 1 日における当該地方公共団体の職員である組合員の標準報酬月額の総額、当該地方公共団体

が設立した特定地方独立行政法人の職員である組合員の標準報酬月額の総額、当該地方公共団体が設立した職員引継一般地方独立

行政法人の職員である組合員の標準報酬月額の総額、当該地方公共団体が設立した定款変更一般地方独立行政法人の職員である組

合員の標準報酬月額の総額及び当該地方公共団体が設立した職員引継等合併一般地方独立行政法人の職員である組合員の標準報酬

月額の総額の合計額に 12 を乗じて得た額に、次の算式によつて算定して得た経過的長期給付追加費用率を乗じて得た金額とし、地

方の組合の経過的長期給付に係る追加費用として、地共済組合が負担すべき金額は、当該年度の 4 月 1 日における当該地共済組合

の組合役職員である組合員の標準報酬月額の総額に 12 を乗じて得た額に、次の算式によつて算定して得た経過的長期給付追加費用

率を乗じて得た金額とし、地方の組合の経過的長期給付に係る追加費用として、全国市町村職員共済組合連合会が負担すべき金額は、

当該年度の 4 月 1 日における全国市町村職員共済組合連合会の連合会役職員である組合員の標準報酬月額の総額に 12 を乗じて得

た額に、次の算式によつて算定して得た経過的長期給付追加費用率を乗じて得た金額とし、地方の組合の経過的長期給付に係る追加

費用として、地方公務員共済組合連合会が負担すべき金額は、当該年度の 4 月 1 日における地方公務員共済組合連合会の連合会役

職員である組合員の標準報酬月額の総額の合計額に 12 を乗じて得た額に、次の算式によつて算定して得た経過的長期給付追加費用

率を乗じて得た金額とする。

Ⅰ　地方公共団体の職員である組合員に係る追加費用率

算式

　厚生年金保険給付等追加費用率＝Ａ１×Ｂ×Ｃ×Ｄ

　経過的長期給付追加費用率＝Ａ２×Ｂ×Ｃ×Ｄ

算式の符号

Ａ１　当該地方公共団体の職員である組合員に係る地共済組合の区分（公立学校共済組合にあつては、義務教育費国庫負担法（昭

和 27 年法律第 303 号）第 2 条に規定する義務教育諸学校の市町村立学校職員給与負担法（昭和 23 年法律第 135 号）第

1 条に掲げる職員（以下「義務教育職員」という。）又はその他教職員（以下「その他教職員」という。）の区分。以下同じ。）

に応ずる別表第１に掲げる率

［Ａ２～Ｃ　略］ 
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Ｄ　施行日の前日に適用されていた退職年金条例における年金条例職員期間への旧長期組合員期間の通算制度の有無により次の

ア又はイに定める率

［ア　略］

イ　通算制度がある場合　当該通算されるべき旧長期組合員期間を計算するときの減算率（退隠料の額を減額することとされて

いる場合にあつては、減額率とする。）及び当該通算の対象となる給付の種類に応ずる別表第５に掲げる率

（注）

［（１） ～（２）略］

（３）一の地共済組合に係る追加費用率を算定する場合において、一の地方公共団体の職員である組合員については施行日の前

日に適用されていた退職年金条例に規定する退隠料の支給条件が職員により異なるときは、次に定めるところにより算定する。

［ア～オ　略］ 

（４）この算式により追加費用率を算定する場合には、小数点以下４位まで計算し、小数点以下４位未満の端数は切り上げる。

［（５）略］

Ⅱ　組合役職員等である組合員に係る追加費用率

算式

厚生年金保険給付等追加費用率＝Ａ１×1.000

経過的長期給付追加費用率＝Ａ２×1.000

算式の符号

Ａ１　組合役職員又は連合会役職員である組合員に係る地共済組合の区分に応ずる別表第１に掲げる率（公立学校共済組合の組

合役職員である組合員については、その他教職員の率。以下同じ。）

Ａ２　組合役職員又は連合会役職員である組合員に係る地共済組合の区分に応ずる別表第２に掲げる率

 

地共済組合の区分 厚生年金保険給付等追加費用率

地方職員共済組合  32.7
1000

公立学校共済組合

義務教育職員 45.5
1000

その他教職員 27.6
1000

警察共済組合 17.6
1000

東京都職員共済組合 19.5
1000

指定都市職員共済組合

17.8
1000市町村職員共済組合

都市職員共済組合

地共済組合の区分 経過的長期給付追加費用率

地方職員共済組合 3.7
1000

公立学校共済組合

義務教育職員 5.4
1000

その他教職員 3.3
1000

警察共済組合 2.0
1000

東京都職員共済組合 2.0
1000

指定都市職員共済組合

1.9
1000市町村職員共済組合

都市職員共済組合

別表第１　厚生年金保険給付等追加費用率 別表第２　経過的長期給付追加費用率

備考　表中の［  ］の記載は注記である。

別表第３～別表第５ ［略］
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○ 総務省告示第 128号 

　地方公務員等共済組合法施行令（昭和 37 年政令第 352 号） 附則第 75 条の規定に基づき、平成 28 年総務省告示第

127 号（地方公務員等共済組合法の長期給付等に関する施行法等の規定により団体等が負担する追加費用に関する件）の一部を次

のように改正する。

　　平成 30 年 3 月 30 日　　　　　総務大臣　野田　聖子

　次の表により、改正前欄に掲げる規定の傍線を付した部分をこれに順次対応する改正後欄に掲げる規定の傍線を付した部分のように

改める。

改正前

　地方公務員等共済組合法の長期給付等に関する施行法（昭和 37 年法律第 153 号）第 93 条第 2 項（同項に規定する施行日以後

の団体共済組合員期間等として年金額の計算の基礎となるものに対応する年金額の増加に要する費用に係る部分を除く。）及び第 3 項

並びに同法第 97 条において準用する同法第 96 条第 1 項及び第 2 項並びに被用者年金制度の一元化等を図るための厚生年金保険法

等の一部を改正する法律（平成 24 年法律第 63 号。以下「一元化法」という。）附則第 75 条第 1 号の規定により、平成 29 年度以

後の各年度における追加費用として、地方公務員等共済組合法（昭和 37 年法律第 152 号。以下「法」という。）第 144 条の 3 第

1 項に規定する団体が負担すべき金額は、一元化法附則第 75 条の 2 第 1 項に規定する地方の組合の経過的長期給付（以下「地方の

組合の経過的長期給付」という。）に係る追加費用以外の追加費用として負担すべき金額については、当該年度の 4 月 1 日における当

該団体の法第 144 条の 3 第 3 項に規定する団体組合員の標準報酬月額（法第 43 条第 1 項に規定する標準報酬の月額をいう。以下

同じ。）の総額に 12 を乗じて得た額に 1000 分の 6.9 を乗じて得た金額とし、地方の組合の経過的長期給付に係る追加費用として負

担すべき金額については、当該年度の 4 月 1 日における当該団体の法第 144 条の 3 第 3 項に規定する団体組合員の標準報酬月額（法

第 43 条第 1 項に規定する標準報酬の月額をいう。以下同じ。）の総額に 12 を乗じて得た額に 1000 分の 0 を乗じて得た金額とする

こととし、地方職員共済組合が負担すべき金額は、地方の組合の経過的長期給付に係る追加費用以外の追加費用として負担すべき金額

については、当該年度の 4 月 1 日における地方職員共済組合の団体組合員（法第 144 条の 19 の規定によりみなして適用する法第

144 条の 3 第 3 項に規定する団体組合員をいう。以下同じ。）の標準報酬月額の総額に 12 を乗じて得た額に 1000 分の 6.9 を乗じ

て得た金額とし、地方の組合の経過的長期給付に係る追加費用として負担すべき金額については、当該年度の 4 月 1 日における地方職

員共済組合の団体組合員の標準報酬月額の総額に 12 を乗じて得た額に 1000 分の 0 を乗じて得た金額とすることとする。

改正後

　地方公務員等共済組合法の長期給付等に関する施行法（昭和 37 年法律第 153 号）第 93 条第 2 項（同項に規定する施行日以

後の団体共済組合員期間等として年金額の計算の基礎となるものに対応する年金額の増加に要する費用に係る部分を除く。）及び第

3 項並びに同法第 97 条において準用する同法第 96 条第 1 項及び第 2 項並びに被用者年金制度の一元化等を図るための厚生年

金保険法等の一部を改正する法律（平成 24 年法律第 63 号。以下「一元化法」という。）附則第 75 条第 1 号の規定により、平

成 30 年度以後の各年度における追加費用として、地方公務員等共済組合法（昭和 37 年法律第 152 号。以下「法」という。）第

144 条の 3 第 1 項に規定する団体が負担すべき金額は、一元化法附則第 75 条の 2 第 1 項に規定する地方の組合の経過的長期給

付（以下「地方の組合の経過的長期給付」という。）に係る追加費用以外の追加費用として負担すべき金額については、当該年度の

4 月 1 日における当該団体の法第 144 条の 3 第 3 項に規定する団体組合員の標準報酬月額（法第 43 条第 1 項に規定する標準報

酬の月額をいう。以下同じ。）の総額に 12 を乗じて得た額に 1000 分の 12.5 を乗じて得た金額とし、地方の組合の経過的長期給

付に係る追加費用として負担すべき金額については、当該年度の 4 月 1 日における当該団体の法第 144 条の 3 第 3 項に規定する

団体組合員の標準報酬月額の総額に十二を乗じて得た額に 1000 分の 1.6 を乗じて得た金額とすることとし、地方職員共済組合が

負担すべき金額は、地方の組合の経過的長期給付に係る追加費用以外の追加費用として負担すべき金額については、当該年度の 4

月 1 日における地方職員共済組合の団体組合員（法第 144 条の 19 の規定によりみなして適用する法第 144 条の 3 第 3 項に規

定する団体組合員をいう。以下同じ。）の標準報酬月額の総額に 12 を乗じて得た額に 1000 分の 12.5 を乗じて得た金額とし、地

方の組合の経過的長期給付に係る追加費用として負担すべき金額については、当該年度の 4 月 1 日における地方職員共済組合の団

体組合員の標準報酬月額の総額に 12 を乗じて得た額に 1000 分の 1.6 を乗じて得た金額とすることとする。
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○ 総務省告示第 129号 

　地方公務員等共済組合法施行令（昭和 37 年政令第 352 号） 第 29 条の 2 第 2 項及び第 41 条第 4 項並びに地方公務員等共

済組合法等の一部を改正する法律の施行に伴う経過措置に関する政令（昭和 61 年政令第 58 号） 第 83 条の規定に基づき、平成

27 年総務省告示第 342 号（地方公務員等共済組合法第 113 条第 4 項等の規定により地方公共団体が負担する費用に関する件） 

の一部を次のように改正する。

　　平成 30 年 3 月 30 日　　　　　総務大臣　野田　聖子

　次の表により、改正前欄に掲げる規定の傍線を付した部分をこれに順次対応する改正後欄に掲げる規定の傍線を付した部分のように

改める。

改正前

　地方公務員等共済組合法（昭和 37 年法律第 152 号）第 113 条第 4 項第 2 号、地方公務員等共済組合法等の一部を改正す

る法律（昭和 60 年法律第 108 号）附則第 33 条第 1 項及び被用者年金制度の一元化等を図るための厚生年金保険法等の一部を

改正する法律（平成 24 年法律第 63 号）附則第 75 条第 4 号の規定により、地方公務員等共済組合法施行令（昭和 37 年政令第

352 号）第 29 条の 2 第 1 項第 1 号イからヘまでに規定する第 3 号厚生年金被保険者及び同項第 2 号に規定する第 3 号厚生年

金被保険者並びに同令第 41 条第 1 項第 1 号に規定する組合の組合役職員である第 3 号厚生年金被保険者、同項第 2 号に規定す

る構成組合の組合役職員である第 3 号厚生年金被保険者及び同条第 2 項に規定する連合会役職員のうち第 3 号厚生年金被保険者に

係る費用として地方公共団体が平成 28 年度以後の各月において負担すべき額は、各月における当該地方公共団体に係る同令第 29

条の 2 第 1 項第 1 号イからヘまでに掲げる各総額の合計額に、1000 分の 37.7 を乗じて得た額とする。

改正後

　地方公務員等共済組合法（昭和 37 年法律第百 152 号）第 113 条第 4 項第 2 号、地方公務員等共済組合法等の一部を改正す

る法律（昭和 60 年法律第 108 号）附則第 33 条第 1 項及び被用者年金制度の一元化等を図るための厚生年金保険法等の一部を

改正する法律（平成 24 年法律第 63 号）附則第 75 条第 4 号の規定により、地方公務員等共済組合法施行令（昭和 37 年政令第

352 号）第 29 条の 2 第 1 項第 1 号イからヘまでに規定する第 3 号厚生年金被保険者及び同項第 2 号に規定する第 3 号厚生年

金被保険者並びに同令第 41 条第 1 項第 1 号に規定する組合の組合役職員である第三号厚生年金被保険者、同項第 2 号に規定す

る構成組合の組合役職員である第 3 号厚生年金被保険者及び同条第 2 項に規定する連合会役職員のうち第 3 号厚生年金被保険者に

係る費用として地方公共団体が平成 30 年度以後の各月において負担すべき額は、各月における当該地方公共団体に係る同令第 29

条の 2 第 1 項第 1 号イからヘまでに掲げる各総額の合計額に、1000 分の 39.0 を乗じて得た額とする。
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○ 総務省告示第 130号 

　地方公務員等共済組合法施行令（昭和 37 年政令第 352 号） 第 65 条第 3 項及び第 4 項並びに地方公務員等共済組合法等の一

部を改正する法律の施行に伴う経過措置に関する政令（昭和 61 年政令第 58 号）第 82 条第 3 項及び第 83 条の規定に基づき、

平成 27 年総務省告示第 343 号（地方公務員等共済組合法第 113 条第 4 項等の規定により地方公共団体が負担する団体組合員

に係る費用に関する件） の一部を次のように改正する。

　　平成 30 年 3 月 30 日　　　　　総務大臣　野田　聖子

　次の表により、改正前欄に掲げる規定の傍線を付した部分をこれに順次対応する改正後欄に掲げる規定の傍線を付した部分のように

改める。

改正前

　地方公務員等共済組合法（昭和 37 年法律第 152 号。以下「法」という。）第 113 条第 4 項第 2 号、地方公務員等共済組合

法等の一部を改正する法律（昭和 60 年法律第 108 号）附則第 33 条第 1 項及び被用者年金制度の一元化等を図るための厚生年

金保険法等の一部を改正する法律（平成 24 年法律第 63 号）附則第 75 条第 4 号の規定により、地方公務員等共済組合法施行令（昭

和 37 年政令第 352 号）第 65 条第 2 項に規定する団体の職員である第 3 号厚生年金被保険者及び同令第 41 条第 1 項第 1 号

に規定する組合の組合役職員である第 3 号厚生年金被保険者のうち法第 144 条の 19 の規定により団体職員とみなされた組合役職

員である第 3 号厚生年金被保険者に係る費用として地方公共団体が平成 28 年度以後の各月において負担すべき額は、各月におけ

る同令第 65 条第１項の表の下欄に掲げる当該地方公共団体に係る同条第２項に規定する当該団体の職員である第 3 号厚生年金被保

険者の厚生年金保険標準報酬等合計額の総額に 1000 分の 37.7 を乗じて得た額とする。

改正後

　地方公務員等共済組合法（昭和 37 年法律第 152 号。以下「法」という。）第 113 条第 4 項第 2 号、地方公務員等共済組合

法等の一部を改正する法律（昭和 60 年法律第 108 号）附則第 33 条第 1 項及び被用者年金制度の一元化等を図るための厚生年

金保険法等の一部を改正する法律（平成 24 年法律第 63 号）附則第 75 条第 4 号の規定により、地方公務員等共済組合法施行令（昭

和 37 年政令第 352 号）第 65 条第 2 項に規定する団体の職員である第 3 号厚生年金被保険者及び同令第 41 条第 1 項第 1 号

に規定する組合の組合役職員である第 3 号厚生年金被保険者のうち法第 144 条の 19 の規定により団体職員とみなされた組合役職

員である第 3 号厚生年金被保険者に係る費用として地方公共団体が平成 30 年度以後の各月において負担すべき額は、各月におけ

る同令第 65 条第１項の表の下欄に掲げる当該地方公共団体に係る同条第２項に規定する当該団体の職員である第 3 号厚生年金被保

険者の厚生年金保険標準報酬等合計額の総額に 1000 分の 39.0 を乗じて得た額とする。
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ご紹介
　総務省は、自治行政局長名で「地方公務員等共済組合法施行令及び平成２９年度における旧地方公務員等共済組合法による退
職年金等の給料年額改定率の改定に関する政令の一部を改正する政令等の施行について」（平成３０年３月３０日付け総行福第
１１４号）を各共済組合等あてに通知しました。
　以下その内容を掲載します。

　地方公務員等共済組合法施行令及び平成29年度における旧地方公務員等共済組合法による退職年金等の給料年額改定率の改定

に関する政令の一部を改正する政令（平成３０年政令第１１８号）が本日公布され、地方公務員等共済組合法施行令（昭和３７年政令第

３５２号。以下「地共済令」という。）及び平成29年度における旧地方公務員等共済組合法による退職年金等の給料年額改定率の改定

に関する政令（平成２８年政令第１３２号）が改正されました。

　さらに、地方公務員等共済組合法施行規則等の一部を改正する省令の一部を改正する省令（平成３０年総務省令第２３号）が本日公

布され、地方公務員等共済組合法施行規則等の一部を改正する省令（平成２３年総務省令第５２号）が改正されました。

　ついては、このたびの改正概要は下記のとおりですので、その施行に遺漏のないよう願います。

記

【総務省】

1地方公務員等共済組合法施行令の一部改正関係（第１条関係）第
　地共済令について、地方公務員共済組合等における厚生年金保険給付組合積立金等資金等の運用方法を追加する等所要の規定の整

備が行われたこと。

　地方公務員等共済組合法施行令及び平成29年度における旧地方公務員等共済組合法
による退職年金等の給料年額改定率の改定に関する政令の一部を改正する政令について

地方公務員等共済組合法施行令及び平成２９年度に
おける旧地方公務員等共済組合法による退職年金等
の給料年額改定率の改定に関する政令の一部を

改正する政令等の施行について

2 給料年額改定率の改定（第２条関係）第
　平成３０年度における昭和６１年３月３１日以前に給付事由の生じた地方公務員等共済組合法等の一部を改正する法律（昭和６０年法

律第１０８号）第１条の規定による改正前の地方公務員等共済組合法（以下「旧地共済法」という。）による年金の裁定替え（旧地共済法に

よる年金に係る昭和６１年４月以後の年金額の改定をいう。）におけるいわゆる通年方式による給料比例部分の額の算定基礎となってい

る給料年額に乗ずることとされる給料年額改定率は、受給権者の生年月日の区分に応じ、次の表に掲げる率とされたこと。

受　給　権　者　の　区　分 給料年額改定率

昭和５年４月１日前に生まれた者 １．２２０

昭和５年４月２日から昭和６年４月１日までに生まれた者 １．２３０

昭和６年４月２日から昭和７年４月１日までに生まれた者 １．２５６

昭和７年４月２日から昭和８年４月１日までに生まれた者 １．２６２

昭和８年４月２日から昭和10年４月１日までに生まれた者 １．２６２

受　給　権　者　の　区　分 給料年額改定率

昭和10年４月２日から昭和11年４月１日までに生まれた者 １．２６８

昭和11年４月２日から昭和12年４月１日までに生まれた者 １．２７８

昭和12年４月２日から昭和13年４月１日までに生まれた者 １．２８９

昭和13年４月２日以降に生まれた者 １．２９０
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　その他の事項について

◆ 施行期日
　平成３０年４月１日から施行することとされたこと。ただし、第１の事項の一部は、平成２７年１０月１日から適用することとされたこと。

その他

　追加費用対象期間を有する者に係る年金額について、平成３０年度における控除調整下限額は、被用者年金制度の一元化等を図るた

めの厚生年金保険法等の一部を改正する法律及び地方公務員等共済組合法及び被用者年金制度の一元化等を図るための厚生年金保

険法等の一部を改正する法律の一部を改正する法律の施行に伴う地方公務員等共済組合法による長期給付等に関する経過措置に関す

る政令（平成２７年政令第３４７号）第５４条及び第１２２条の規定により昭和１３年４月１日以前に生まれた者については２，３３６，９００円

とされ、同月２日以後に生まれた者については２，３３２，２００円とされたこと。

4第

　地方公務員等共済組合法施行規則等の一部を改正する省令の一部を改正する
省令について

3地方議会議員年金制度に係る地方公共団体の負担等に関する事項第
　共済給付金の給付に要する費用は地方公共団体が負担することとされ、平成３０年度の負担金の算定方法及び支払方法については、

以下のとおりとされたこと。

　(１) 給付費負担金の算定方法

　① 都道府県

　　平成３０年４月１日における当該地方公共団体の議会の議員の標準報酬月額の総額に１２を乗じて得た金額に２０．４/１００を

乗じて得た金額

　② 市区町村

　　平成３０年４月１日における当該地方公共団体の議会の議員の標準報酬月額の総額に１２を乗じて得た金額に３８．２/１００を

乗じて得た金額

　(2) 給付費負担金の支払方法 

＊支払日の期限は各月の２０日とする。

第１回目 給付費負担金の１０分の５に相当する金額 平成３０年５月

第2回目 給付費負担金の１０分の２に相当する金額 平成３０年８月

第3回目 給付費負担金の１０分の２に相当する金額 平成３０年１１月

第4回目 給付費負担金から、当該金額のうち当該年度において
既に払込みをした金額を控除した金額 平成３1年２月
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厚生年金制度等の日誌

年月日 事項

H30.3.2
地方公務員等共済組合法施行規程の一部を改正する命令（内閣府令・	総務省令・文部科学省令 
第1号）

H30.3.28
公的年金制度の持続可能性の向上を図るための国民年金法等の一部を改正する法律の一部の
施行に伴う関係政令の整備に関する政令（政令第73号）

H30.3.30

国民年金法施行令等の一部を改正する政令（政令第115号）

恩給法による恩給改定率の改定等に関する政令の一部を改正する政令（政令第116号）

地方公務員等共済組合法施行令及び平成29年度における旧地方公務員等共済組合法による
退職年金等の給料年額改定率の改定に関する政令の一部を改正する政令（政令第118号）

地方公務員等共済組合法の長期給付等に関する施行法等の規定により地方公共団体等が負担
する追加費用に関する件の一部を改正する件（総務省告示第127号）

地方公務員等共済組合法の長期給付等に関する施行法等の規定により団体等が負担する追加
費用に関する件の一部を改正する件（総務省告示第128号）

地方公務員等共済組合法第113条第4項等の規定により地方公共団	体が負担する費用に関す
る件の一部を改正する件（総務省告示第129号）

地方公務員等共済組合法第113条第4項等の規定により地方公共団	体が負担する団体組合員
に係る費用に関する件の一部を改正する件（総務省告示第130号）

  厚生年金制度に関連した法律等の改正状況

年月日 事項

H30.3.16 社会保障審議会年金数理部会（第77回）

H30.4.4 社会保障審議会年金部会（第1回）

 公的年金制度に関連した会議等の開催状況

24 連合会だより PAL 202号　2018.5



３月９日

平成２９年度
年金制度説明会

○場所　東京グリーンパレス
○内容　各共済組合の年金担当者を対象に、年金制度等に関する知識及

び理解を深めることを目的として開催しました。当日は、総務省自
治行政局公務員部福利課から「地方公務員年金制度に関する動向
について」と題してご講演をいただきました。

　	 　また、年金業務部から「年金払い退職給付制度に係る年金財政
状況（平成２８年度末）」、「組合員等現況調査について」及び「マイ
ナンバー制度における情報連携について」と題してそれぞれ説明
を行いました。

３月１４日

第１２３回
役員会

○場所　地方公務員共済組合連合会特別会議室
○議事　平成３０年度事業計画及び予算（案）について、事務局から説明を

行い、３月	２６日の第１２５回運営審議会に提出する旨決定されま
した。

３月２６日

第１２５回
運営審議会

○場所　地方公務員共済組合連合会特別会議室
○議事　平成３０年度事業計画及び予算（案）について、事務局から説明を

行い、審議の結果、承認されました。

 会議開催状況

６月２０日

第１２４回
役員会

○場所　地方公務員共済組合連合会特別会議室
○議事　平成２９年度決算（案）

６月２６日

第１２６回
運営審議会

○場所　地方公務員共済組合連合会特別会議室
○議事　平成２９年度決算（案）

 会議開催予定

業務等の状況
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